
 
資料２ 

障害福祉制度の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年 支援費制度の創設 

 ・措置制度から契約へ 

 ・福祉事務の県から市町村への移行 

平成１８年 障害者自立支援法施行 

 ・身体・知的・精神の３障害一元化 

 ・入所施設から地域生活への移行促進 

 ・就労移行支援の創設、一般就労への移行促進 

平成２２年 障害者自立支援法改正 

 ・相談体制の充実 

 ・障害児支援の強化 

平成２５年 障害者総合支援法施行 

 ・障害者の範囲に「難病」追加 

平成３０年 障害者総合支援法改正 

 ・就労定着支援や自立生活援助などの創設 


